
第41号議案平成29年度品川区一般会計補正予算（歳出厚生委員会所管分）

１.目的

生活保護世帯の子どもの塾代・受験料の支給対象者・上限額を拡充し、学習

環境を整備することで進学を支援、子ども世代の自立を一層促進させる。 

２.内容

支援内容 対象者 １人あたり年間上限額 

塾代等の支援

小学校４年生～中学校２年生＊ １０万円 

中学校３年生 １５万円⇒２０万円 

高校１年生～高校２年生 １５万円 

高校３年生 ２０万円 

大学受験料 高校３年生 ８万円 

＊小学校４年生～中学校２年生については従来どおり。 

３.財源措置等

【歳出】法外援護追加分 被保護者自立促進事業 

高校大学進学支援（13,430千円） 

事務費（200千円） 

【歳入】都補助金 充当事業：被保護者自立促進事業 

     補助基本額（13,430千円） 10/10 

４.その他

平成29年度一般会計補正予算議決後、対象世帯あてすみやかに周知を行う。 
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平成２９年度品川区一般会計補正予算 

【区内公衆浴場へのＡＥＤ設置費用助成について】 

１ 事業目的

区の委託事業を実施する公衆浴場に対しＡＥＤ設置費用を助成し、区内２７カ所の公

衆浴場にＡＥＤが設置されることにより、急な心肺停止による傷病者の生存率を高める。 

また、公衆浴場は深夜まで営業しており、地域における夜間のＡＥＤ使用可能な施設

として、地域の安全・安心にもつなげて行く。 

２ 事業内容

品川区公衆浴場共同組合に対し、区内の公衆浴場全てにＡＥＤを設置するための費用

の助成を行う。 

３ 予算額 

７，０００千円 

  内訳）@259,250×27浴場 

４ 今後の予定 

  年度内に区内全公衆浴場でＡＥＤ設置完了 

５ ＡＥＤ設置状況 

  日本救急医療財団への登録台数（平成29年6月15日現在） 

区内設置総数    １０４６台 

内訳）区有施設    ２３３台（２１１施設） 

   区有施設以外  ８１３台 
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平成 29 年度品川区一般会計補正予算

【国民年金システム 届書の電子媒体化対応 概要説明】    

1   経過                                                                              

国民年金事務の効率化および標準化、入力誤りを防止するため、平成 25 年 4 月から厚生労働省 

が電子媒体化（適用関係 6届書）を推進している状況がある。今回、平成 30 年 3 月に個人番号によ 

る届出を開始するため、これにあわせて、電子媒体に収録できる届出報告書が整理・拡大（15 届書) 

された。

2   目的 

国民年金事務の効率化および標準化、処理期間の短縮、誤処理の防止。

3  概要 

現在、日本年金機構事務センターおよび年金事務所へ送付している届書はすべて紙媒体で行 

っている。今回、指定されている対象帳票(15 届書)について紙媒体ではなく、電子媒体(CD または 

DVD)にて日本年金機構事務センターへ送付し、届書の電子媒体化を実施する。 

また、対象外帳票や例外的な処理が必要な届出については、紙媒体（届書）での送付となるた 

め、個人番号での届出に対応できるよう様式統一化※についても並行して行う。 

 ※様式統一化については 29 年度経常予算で措置済

4  対象件数 

平成２８年度(29 年 3 月末現在) 送付件数 23,624 件  内対象届書 件数  17,920 件  

5  効果                                                             

事務の効率化及び標準化により、区民への納付書の発送期間の短縮等、区民サービスの 

向上が図られる。また、住所変更や氏名変更等の作業についても改善を図る。

6   国民年金事務費交付金について 

平成 29 年 3 月 3 日付の関東信越厚生局年金調整課長からの事務連絡によると、平成 29 

年度中にシステム開発に着手し完了する市区町村に対しては、国民年金事務取扱費交付金 

の予算の範囲内で措置される予定とあるが、平成 30 年度以降に実施した場合は事務交付金 

の措置が不透明な現状となっている。そのため、交付金対象となる今年度に実施したいと考える。 
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